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１．はじめに
日本は近代化の過程において、アジアを脱し欧米列強と肩を並べるべきであるという

「脱亜入欧」と、アジア的な価値を重視し各国と連帯すべきであるという「アジア主義」

の間で揺れ動いてきた。脱亜入欧が日本を富国強兵へと駆り立てる一方で、欧米との摩擦

や差別が日本をアジア主義に回帰させた。戦後、日本は平和憲法と日米安保体制の下で経

、済復興に専心し、70 年代には経済大国としての地位を築いた。その後安定成長、バブル

長期不況を経て、近年ようやく経済は回復基調にある。他方、91 年の湾岸戦争で日本が

十分な国際責務を果たせなかったことが、日本の国家像や外交の在り方をめぐる論議を巻

き起こした。日本は自衛隊の国連ＰＫＯ派遣に踏み切ったほか、米国との防衛協力の推進

と巨額に上る米国債の保有を通じて、日米同盟の強化に努めている。一方、近年米国は中

国の急速な軍事的・経済的台頭にかんがみ、中国を中心に東アジア政策を進めている。

過去、日本は 54 年以降長年経済協力を通じて東アジアでの影響力を維持し、地域諸国

も日本を手本に経済発展に努めてきた。ところが近年ＯＤＡの減少と相まって東アジアで

の日本の経済外交は低調になり、その影響力も弱まりつつある。他方、中国は東アジア諸

国に対し積極的な外交を展開し、その影響力を高めている。こうした中、近年東アジア共

同体をめぐって様々な議論が展開されている。本稿では、共同体構想を巡る主要論点につ

いて論ずることにより、その実現の日本の将来にとっての意義について考察したい。

２．東アジアの現状
93 年、世界銀行は「東アジアの奇跡」と題する報告書で東アジアの高度成長を賞賛し

たが、東アジアは 80 年代後半以降貿易・投資の拡大等を通じて全体として高い経済成長

を続け、2002 年にはＧＤＰが６兆 3,458 億ドル、輸出が１兆 4,684 億ドルとそれぞれ米

国とＥＵに次ぐ規模になった 。他方で、同年の一人当たりＧＤＰはわずか 3,000 ドル強1

にすぎず、それが 20,000 ドルを超える米国やＥＵよりも遙かに少ない。また、それが最

大の日本(31,395 ドル）と最小のミャンマー（187 ドル）との間では格差が約 168 倍もあ

り、国別格差が極めて大きい。一方、東アジアでは貿易総額に占める域内貿易の割合が

2002 年には輸出・輸入とも 50 ％超とＮＡＦＴＡを凌ぎ、ＥＵに次ぐ。さらに東アジアで

特徴的なのは、機械産業を中心に、垂直的な国際的生産・流通ネットワークが形成されて

いることである 。また、東アジア各国は投資先を北米やＥＵから域内へシフトさせつつ2

ある。加えてＦＴＡへの関心も高まり、現在ＡＳＥＡＮ諸国と日中韓の間及び他のアジア

諸国との間でＦＴＡ交渉が進められている。これらは、東アジア経済統合が急速に進んで

いることを示すものであるが、政治主導で経済統合が進んだＥＵやＮＡＦＴＡと異なり、

東アジアのそれは民間企業の自由な行動による事実上の統合であるという特徴がある。



他方、この地域は現在もなお分断国家の存在、軍備増強・近代化、大量破壊兵器の拡散、

領土問題などの安全保障問題を抱え、地域情勢は依然不安定・不透明なままである。また、

近年環境汚染、テロ、海賊、感染症など国境を越えた諸問題が顕在化してきている。さら

に、各国とも経済成長の陰で格差の拡大、雇用、貧困、非民主的な諸制度といった経済成

長を阻害しかねない深刻な問題も抱えている。東アジアは北米や欧州と並ぶ世界有数の経

済圏であるにもかかわらず、こうした問題に地域全体で取り組むための制度やメカニズム

が十分に構築されていない。経済分野ではＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力 、政治安全保）

障分野では、ＡＳＥＡＮプラス３（日中韓 、ＡＲＦ（ＡＳＥＡＮ地域フォーラム）などが）

あるが、問題解決のためのルール作りなどの上で重要な役割を果たしているとは言い難い。

こうしたことから、我が国をはじめ域内各国にとって、これらの問題解決のためいかにし

てより実効性のある制度やメカニズムを構築できるかが課題となっている。

３．東アジア共同体構想の沿革
（１）これまでの主な動き

東アジアにおいて初めて地域協力の動きが現れたのは 1980 年代であった。日本は 80 年

の大平内閣の下での「環太平洋経済協力構想」を皮切りに、東アジアの地域協力に積極的

に取り組んできた。しかし、90 年のマハティール・マレーシア首相の「東アジア経済会

議」(ＥＡＥＣ)構想については米国に配慮して反対に回り、結局この構想は頓挫した。ま

た、北東アジア共同体構想やＡＳＥＡＮプラス３によるアジア経済圏構想などが示された

が、いずれも構想のみに留まり、実現には至らなかった 。3

97 年に東アジア各国を次々に襲った通貨危機は、経済圏構想や地域統合構想にはずみ

をつけることになる。この危機に対し、ＩＭＦ(国際通貨基金)は有効な策を取ることがで

きず、その市場原理主義が通貨危機を経済・社会危機にまで悪化させたとして、批判を招

いた。アジア通貨危機に際してＡＭＦ（アジア通貨基金）構想が出されたが、米国などの

反対によって実現しなかった。

2001 年末に中国のＷＴＯ加盟が実現したことは、東アジア市場の一層の拡大が期待さ

れることとなった。他方で、米国が重視したＡＰＥＣは制度化を進めたものの、アジア太

平洋域内の貿易・投資自由化と経済協力の上で十分な成果を上げることができず、次第に

求心力を失った。こうしたことから、東アジア各国間でＡＰＥＣとは別に協力の枠組みを

作る必要性が認識されるようになった。こうして 97 年 12 月、日中韓の首脳がＡＳＥＡＮ

首脳会議に招かれる形で初めてＡＳＥＡＮプラス３首脳会議が開かれた。この会議は翌年

にも開催され、以後昨年まで年１回ＡＳＥＡＮ首脳会議にあわせて開催されている。

98 年 12 月のＡＳＥＡＮプラス３首脳会議では、幅広い分野での東アジア協力の可能性

と方策について民間有識者が協議する場として東アジア・ビジョングループ（ＥＡＶＧ）

の設置が合意され、また 2000 年 11 月の同首脳会議で、政府関係者を中心に協議する東ア

ジア・スタディグループ（ＥＡＳＧ）の設置が合意された。ＥＡＶＧは、2001 年の同首

脳会議に政策提言を出し、その後ＥＡＳＧは 2002 年の同首脳会議により実践的な提案を



提出したが、その中には東アジア首脳会議の開催も含まれていた。

東アジア共同体に関する構想が初めて示されたのは、2002 年１月のシンガポールでの

小泉総理演説であった。その後 2003 年 12 月の日ＡＳＥＡＮ特別首脳会議においてＡＳＥ

ＡＮ諸国が東アジア共同体構想を受け入れ、東アジアの統合に向けて重要な一歩を踏み出

した。また、2004 年９月の第 59 回国連総会での小泉総理演説において、日本は地域諸国

と共に経済開発に向けた彼ら自身の取組みの基盤作りのために取り組み、ＡＳＥＡＮプラ

ス３の基礎の上に立って東アジア共同体構想を提唱していることを明らかにした。

（２）東アジア首脳会議の開催

2004 年に東アジア首脳会議開催に向けた動きが現れた。日本は会議の開催を各国に働

きかけたが、当初ＡＳＥＡＮ諸国、特にインドネシアは、首脳会議の開催によってＡＳＥ

ＡＮの指導力や影響力が低下するとして会議の開催に反対した。他方、マレーシアや近年

東アジア外交に熱心な中国は会議開催に前向きで、ＡＳＥＡＮプラス３の枠を維持した上

での会議の開催に同意した。ようやく同年 11 月の第 10 回ＡＳＥＡＮ首脳会議で、2005

年に東アジア首脳会議を開催することが合意された。また、中国は自国での会議開催を各

国に働きかけたが、ＡＳＥＡＮの反対が強く、マレーシアが 2005 年 12 月に第一回東アジ

ア首脳会議を開催することで決着した。さらに、中国はＡＳＥＡＮプラス３の枠内での中

国の影響力の拡大を意図して、参加国を 13 か国に限るべきだと主張し、マレーシアがこ

れに同調した。他方、日本は中国の影響力を減殺するとともに、会議を開かれたものとす

るため、シンガポール、インドネシアとともに 13 か国に限るべきではないと主張した。

結局、首脳会議には 13 か国のほか、ＡＳＥＡＮとの関係の深いインド、豪州及びニュー

ジーランドの参加が認められた。首脳会議は成果文書としてクアラルンプール宣言を出し

たが、そこでは地域・国際平和と安全と繁栄に貢献する東アジア共同体を長期目標として

実現していく共通の決意が表明されたほか、ＡＳＥＡＮプラス３が共同体を達成するため

の主要な手段であること、またこの枠組みが地域の他のフォーラム・プロセスと補完的な

形で地域枠組み全体の不可分の一部を形成することが確認された。また、各国は 2007 年

に東アジア共同体の未来像を描く声明を出すことに合意した。政府は、首脳会議が地域協

力の発展に寄与するための重要な基礎を築くものであるとして、共同宣言に開放性・透明

性・包含性や普遍的価値の強化などの原則が盛り込まれたこと、また会議が毎年開催とな

ったことは意義があるとしている 。他方、この会議はＡＳＥＡＮプラス３の枠組みと異4

なり単なるフォーラムにすぎず、次第に形骸化していくのではないかとの指摘もなされて

いる 。今後この会議がどのようになるかは現時点で不明であるが、形骸化していった場5

合、共同体の構築に暗雲が漂う可能性も否定できないであろう。

４．東アジア共同体構想の内容
（１）構想の背景

東アジア共同体構想について、中国の東アジア戦略の一環として打ち出されたものであ



るとの見方がある 。中国は 70 年代末以降改革開放路線の下で社会主義市場経済体制の強6

化に努め、特に 92 年の南巡講話以降一層の開放政策を推進したが、米国等大国との外交

に比べて近隣諸国との外交には積極的ではなかった。ところが、10 年以上に及ぶ高度経

済成長と増大する総合国力を背景に、中国は 2001 年にＡＳＥＡＮとのパートナーシップ

を結び、ＦＴＡ締結に動き出し、また 2003 年にＴＡＣ（東南アジア友好協力条約）にも

加盟するなど活発に東アジア外交を展開している。ある論者は、中国の東アジア共同体に

対する認識について、次の三点を指摘する 。第一に、共同体へのプロセスはまず経済分7

野をベースに推進されるべきである。第二に、地域共同体づくりは多元・重層的に推進さ

れるべきである。第三に、共同体の推進に当たり中国はリーダーシップを取らず、また域

外大国に対して開放的であるべきである。中国は、当初日本が打ち出した共同体構想に慎

重で、むしろＦＴＡを重視していた。もし中国が単独で共同体構築のイニシアティブを取

れば、日本と対立するだけでなく、米国からも警戒されるおそれがある。共同体構想を中

国の覇権戦略の一環であると考えるのは正確ではなかろう。

またその背景について、ある論者は次の諸点を指摘する 。第一に、米国主導の経済グ8

ローバル化が進展する中で、通貨危機のような「破壊」に備え、自らを守るための地域的

な自助制度構築の必要性をアジア諸国が認識したことがある。第二に、中国及び東南アジ

ア諸国に米国の一方的な力の行使、内政不干渉原則、多国間主義の軽視と単独主義への懸

念があり、その懸念を解消すべく積極的に地域の国際関係に関与しようとしている。第三

に、中国の開放的で巨大な国内市場が東アジア諸国にとって大変魅力的であり、また日本

企業にとっても中国経済と東南アジア経済をより深く結び付ける仕組みができれば、より

効率性の高い生産と販売が可能となる。このほか、日本は少子高齢化の中で今後生産年齢

人口の減少が避けられないが、その制約を少しでも克服する上でカギとなるのは、アジア

という活力に溢れた地域との連携であるとの指摘もなされている 。9

（２）共同体の範囲

東アジア共同体の範囲について、経済相互依存度を考慮に入れるならば、東アジアはＡ

ＳＥＡＮ 10 と日中韓に限られ、ロシア、インド、豪州、ニュージーランドなどは入らな

いとする指摘がある 。同様に、90 年代後半以降、ＡＳＥＡＮと日中韓との間で地域協力10

に向けた取組みが進められていることにかんがみ、共同体の範囲はこれら 13 か国に限定

、すべきであるとの見方もある。第一回東アジア首脳会議には 13 か国のほかインド、豪州

ニュージーランドも参加し、今後、さらに参加国が拡大する可能性がある。同会議は、Ａ

ＳＥＡＮプラス３と並び東アジア共同体構築の上で主要な役割を果たすと思われる。した

がって、共同体の範囲は同会議に参加するすべての国を含むと考えるべきであろう。結果

的に、共同体の範囲とＡＰＥＣのそれとが重複したとしても、様々な地域的機構やメカニ

ズムが重層的に存在する欧州の状況から分かるとおり、地域の平和と繁栄のためには、

色々な地域的枠組みが重層的に存在し機能していることが望ましい。その意味で、共同体

の範囲の重複は、むしろこの地域にとって好ましいものであると思われる。



（３）共同体の性格

東アジア共同体について、それを価値共同体と機能共同体のうちいずれとすべきかと、

仮に機能共同体とする場合、それにどのような機能を持たせるべきかという点とがある。

第一の点に関し、東アジア各国の政治経済体制は非常に多様であり、また社会が守るべき

価値も同一ではないので、機能共同体を目指すべきであるという見方が多い。他方で、仮

に機能共同体を目指すとしても、例えば自由貿易や市場経済といったものを共通の価値と

して掲げ、共同体の構築を進める必要があるとの意見もある 。また第二の点に関して、11

共同体には経済面での機能を目指すべきであるという意見が多い。これに対し、アジアで

の環境問題の深刻化にかんがみ、環境共同体を目指すべきであるとの意見もある 。12

さらにそれを押し進めて政治共同体の構築を目指すべきかについては、東アジア諸国は

現在ネットワーク型のマーケット主導の経済統合を進めており、政治的な統合の意思は非

常に弱く、また、仮に政治共同体創設を目指す場合、日米同盟との整合性や日中韓間の相

互信頼醸成の在り方といった難しい問題が出るとの指摘がある 。他方で、東アジアにお13

ける共同体構築の目的は単に各国の経済的繁栄のみにあるのではなく、地域各国の不戦、

平和と繁栄であるべきであり、経済共同体からさらに政治・安全保障、社会・文化を含め

た共同体を目標にすることが重要であるとの指摘もある 。14

政治体制一つをとっても東アジアは多様であり、将来的にはともかく、直ちに価値共同

体を目指すのが現実的ではないことは明らかである。また、多様性に富む東アジアで各国

がビジョンと価値を共有することは容易なことではなく、当面は貿易やエネルギー、金融、

経済協力といった地域の発展に必要な機能を中心とした経済共同体を目指すべきであろう

。そのためには、後で詳しく述べるように、モノや人・資本などの移動を自由化し、域15

内を一つの経済単位に融合していく過程である経済統合を射程に置き、ＦＴＡ、関税同盟、

共同市場、経済同盟、完全な経済統合といったプロセスを経て、東アジアが経済統合を達

成する可能性を模索する必要があろう。また、日本の東アジアにおける利益は経済的なも

のに限られず、政治・安全保障に関わるものも少なくない。したがって、もし将来東アジ

アで経済共同体が構築された場合、さらに日米同盟との整合性を図りつつ、それを政治・

安全保障に関する課題をも取り扱う共同体にまで発展させるために必要な努力を行うこと

も必要であると思われる。

５．東アジア共同体構想に対する見方と日本の立場
16（１）構想に対する見方

東アジア共同体について、次の理由でその構築は困難であるとの見方が示されている。

一つ目は である。東アジアの国々は言語、宗教、文化、習俗習慣のみならず経済多様性

発展段階や政治経済体制も大きく異なっている。こうした国々の間で、ＦＴＡから始めて、

経済統合を深化させ、経済共同体にまで進んでいけるかどうかは不明である 。17

二つ目は である。東アジア各国の間では共通の価値が見られず、共通共通の価値の欠如

の価値を持とうという動機付けや意欲も弱い。また、民主主義や人権に価値を認めていな



い国もあり、これらは共同体構築に当たって障害となりうる。

三つ目は である。東アジアには分断国家が存在するほか、不透明・不安定な安全保障環境

伝統的安全保障観の下、軍備増強と軍の近代化を進めている国も少なくない。また、大量

破壊兵器の拡散もみられ、地域の安全保障環境は依然として不透明・不安定な状況にある。

四つ目は である。急速に大国として台頭しつつある中国は東アジアにおいて中国の台頭

中華圏を構築することを意図しており、米国からの離脱傾向を強めざるを得ないこの構想

の中に日本がさしたる戦略もなく入っていくことは危険であるとの指摘がある 。18

五つ目は である。域内の政治指導者の共同体構築への意思の欠如とリーダーシップの不足

二度の大戦で戦場となった経験から、不戦共同体であるＥＵを築き上げた欧州と異なり、

東アジアの指導者達に地域共同体構築のためのビジョンやリーダーシップが欠けている。

六つ目は である。北東アジ東アジア、特に北東アジアにおける経済ネットワークの欠如

ア、特に日中間で自由に経済活動のできる環境が整備されていないことが共同体構築の上

で大きな障害となるとの指摘がある 。19

七つ目は である。東アジアでは事実上の経済統合が東アジア各国経済の高い対米依存度

進んでいるが、他方で米国市場に大幅に需要を依存し、東アジアだけで経済が完結してお

らず、東アジアに共同体を構築するのは無理があるのではないかとの指摘がある 。20

八つ目は である。米国は 20 世紀後半以降、アジアを分断することによって米国の懸念

利益を得てきた。共同体の構築によってアジアにおける米国の優位が揺るぐ可能性がある。

こうしたことから、米国にはそれが同国の東アジア政策の柔軟性を拘束するのではないか、

共同体構築によって東アジア全体が中国の影響下に置かれてしまうのではないか、また、

米国が目指す民主主義への転換や人権の尊重というプロセスが鈍化してしまうのではない

かという懸念が指摘されている 。21

これらに対し、共同体の構築は次の理由で可能であり、構築が望ましいとの見方がある。

一つ目は である。東アジアでは地域統合の動きが進ん東アジア共同体構築の歴史的意義

でいるが、共同体構想はこの地域の諸国が自ら、しかも各国平等な形で、また多種多様な

違いを超えて共同体を打ち立てようとするものであり、歴史的意義をもつものである。

二つ目は である。東アジアは今日世界有数の経経済規模に見合った共同体構築の必然性

済地域で、今後さらにその規模が拡大すると予想されているにもかかわらず、地域統合の

動きがないのは不自然である 。もし東アジアで共同体が構築されない場合、結果として22

この地域に中華経済圏が形成されてしまい、日本の利益が損なわれるおそれがある。

三つ目は である 。90 年代以東アジアにおける情報革命とグローバリゼーションの進展 23

降の東アジアにおける事実上の経済統合は、東アジアにも情報革命とグローバリゼーショ

ンの波が押し寄せた結果でもあり、各国で経済統合をスムーズに行うための制度化の必要

性が認識されているが、これは自然な流れである。

四つ目は である。東アジアでは近年東アジアの目覚ましい経済発展と都市中間層の拡大

の目覚ましい経済発展によって主要国の都市部において購買力をもつ都市中間層が誕生し

、つつあり、特に 13 億もの人口を抱える中国において都市中間層が増大しつつあることは

共同体の構築を後押しするものである 。24



五つ目は である。政治安全保障分野における複雑で東アジア共同体構築のもつメリット

困難な現状をもって 「東アジア共同体」構想を悲観視する必要はなく、経済分野でのウィ、

ンウィン関係、すなわちどの国もが経済的な利益を得られる関係を押し進めていくことで、

中長期的には平和と安全の分野における協力にも良い影響を与えることが期待される 。25

（２）日本のとるべき立場

東アジアが欧州と比べて多様性に富むことは事実である。しかし、ＥＵ加盟 25 か国も

国や地域ごとに言語を始め様々な違いがあり、各国が国としての明確なアイデンティティ

をもっている。欧州では 17 世紀に不戦のためのウェストファーリア体制が形成された後

も幾多の戦争で多くの人命や財産が失われ、人々の間に不戦への強い願いがある。その願

いが強い政治意思によって今日の不戦共同体であるＥＵを作り上げた。東アジア各国は国

益を重視する一方で様々な共通の課題を抱えている。各国が一致協力してその解決を目指

すことにより自国及び地域の平和と繁栄を実現したいという意思があれば、その意思が共

同体作りの強い動機付けになるはずである。

また、日本の多くの国益の実現が東アジアの平和と繁栄にかかっている限り、日本は共

同体の構築に躊躇する理由はなく、積極的にそれに取り組むべきであろう。日本は米国の

同盟国であり、その安全保障の主要部分を米国の軍事力と東アジアにおける軍事プレゼン

スに依拠している。しかし、日米同盟の強化によってのみ東アジアにおける日本の存在感

が強まる訳ではなく、またこの地域における日本の国益と外交戦略がすべて米国と同じで

ある訳でもない。東アジア共同体の構築は、日本及び地域の平和と繁栄に寄与するととも

に、日本外交の幅を広げ、日本がある分野で米国と異なる政策を採る場合、アジアの国々

が日本の友人として理解を示す環境を可能にしよう 。かといって、構築を目指す共同体26

が閉鎖的で、米国などの域外国を一切排除するものであってはならない。経済的に自己完

結せず、米国市場に大きく依存している東アジアの共同体を米国と一切関係をもつことな

く構築することは非現実的である。それがより政治的な性格を帯びる場合には、なおさら

それが反米組織のような性格をもたないように留意する必要があろう。日本は共同体への

米国の関与と関心を求めつつ、より開かれた共同体の構築を目指すべきであろう。

さらに、中国が東アジア諸国への影響力を高め、ＡＳＥＡＮ諸国と同様に共同体の構築

にも前向きである中で、日本だけが共同体構想に背を向けていれば、東アジアにおける日

本の影響力がますます低下するだけでなく、日本の国益も損なわれるおそれがあろう。仮

に共同体が構築されたところで、今後も中国経済が順調に発展し、共同体が中国の影響下

に置かれるかどうかは不明である。現在、中国は経済成長のボトルネックになりうる様々

な経済社会問題に直面しており、いつまでも高度成長が続くとは限らないとの指摘もある

。したがって、共同体の構築が中国の国益に資するだけという見方は正しくなかろう。27

６．東アジア共同体構想実現のための方途と課題
（１）実現のための方途



東アジアは多様性と制度的な枠組みなどの点で欧州とでは大きく異なっている。したが

って、東アジアにおいて共同体を構築する場合、欧州統合のプロセスがある程度参考にな

るとしても、欧州のように「制度的アプローチ」を採ることは困難であろう 。東アジア28

では分野ごとの協力の深化を有機的に関連づける「機能的アプローチ」を採り、特に事実

上進んでいる経済統合の深化のための諸課題に最優先に取り組む必要があろう 。29

（２）地域全体で取り組むべき課題

東アジア共同体構築のためには、関係各国が次の諸課題に取り組む必要があろう。

一つ目は である。東アジアで共同体構築の上での最大の障害であり、同時多様性の克服

にこの地域の特色である多様性を尊重しつつ、いかに地域を制度化していくかである。

二つ目は である。多様性故に東アジアには地域としてのまとまりがな共同体意識の醸成

く、人々にも共同体意識が薄い。よって、様々な文化・人的交流等を通じて、この地域の

国々の共同体意識を高める必要があろう。この場合、市民社会やノン・ステート・アクタ

ーズ（多国籍企業、ＮＧＯ、宗教団体、教育機関）などが重要な役割を負うと思われる 。30

三つ目はＡＳＥＡＮ である。ＡＳＥＡＮは東アジア共同体の構築に際し中核の自己変革

となるものであるが、ＡＳＥＡＮ自身がどれだけのスピードで自己変革を遂げることがで

きるかが重要であるとの見解がある 。31

四つ目は である。明確で拘束力のある行動のルールや明確で拘束力のあるルールづくり

その履行を促すメカニズムなしには、会議での合意は絵に描いた餅にすぎない。ルール作

、りやガバナンスが問題であって、合意が各国を拘束しない「ＡＳＥＡＮ 」だけではway
東アジア共同体は構築できないであろう。

五つ目は である。共同体構想共同体構築に向けた強い意志、ビジョンとリーダーシップ

実現のためには、関係各国の政治リーダーが自国の利益を多少犠牲にしても地域全体の利

益のための構想実現に対する強い意志とビジョン、リーダーシップが不可欠である。

（３）日本のとるべき施策

一つ目は である。今後日本の東アジアにおける影響力をアジア諸国との経済外交の再建

高めるためには、現在の通商政策に基礎を置いた地域レベルの制度形成を図るとともに、

そのレジームに中国が参加する機会を開きつつ、日本がなお先進的な立場にあることを活

かして、制度形成の主導権を握るべきであろう 。32

二つ目はＡＳＥＡＮ である。ＡＳＥＡＮ諸国の中で比較後発国への質の高い援助の実施

的発展が遅れているベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーの経済発展を促すととも

に、発展を阻害する要因となっている貧困や不平等の問題解決のため、域内の他の国々と

連携を取りつつ、一層質の高い援助を行う必要があろう 。33

三つ目はＦＴＡ である。日本のＦＴＡ、ＥＰＡ交渉は、中韓両国、ＥＰＡの締結の促進

と比べても遅れている。国内の構造改革を一層進めるとともに、関係省庁間の連携を強化

することにより、ＦＴＡの質を維持しつつ、スピード感をもって交渉を進める必要がある。

四つ目は である。日本は、今後外国人労働者の受入れや農産物市一層の市場開放の促進



場の自由化促進等の市場開放政策を一層推進する必要があろう。各国から日本の市場開放

が不十分であると認識される限り、東アジア共同体の構築はなかなか進まず、仮にそれが

進んだとしても、共同体が日本の意図と相容れないものになりかねないであろう。

五つ目は である 。東アジアで安定した価値のアジア共通通貨(ＡＭＵ)への主導的取組 34

ある通貨をもつ国は日本しかなく、国際通貨政策における十分な知見と経験を有する国も

日本だけである。東アジアで通貨危機を予防し、経済統合を推進するため、日本がイニシ

アティブを取って円を中心にアジア共通通貨(ＡＭＵ)を創設すべく努力する必要があろう。

六つ目は である。日本が真にアジアの一員としてアジア各国との文化・人的交流の強化

受け入れられるためには、各般のレベルと分野で、また様々な形でアジア各国との文化・

人的交流や留学生の受入を推進する必要があろう。

このほか、東アジア共同体構築のためには、次の諸課題に取り組む必要があろう。

一つ目は である。日中間で相互依存が深ま良好で安定した日中、日韓関係構築への努力

る一方で、両国間には歴史問題等解決策が見い出し難い問題があり、両国関係の改善は今

後も容易ではなかろう。しかし、日中韓の安定した関係の重要性にかんがみ、日本は両国

との間で対話と交流を地道に進め、相互信頼関係を構築するよう努力すべきであろう。

二つ目は である 。今後東北アジア３国の連中国及び韓国との経済連携・協力の強化 35

携・協力、特に日韓の経済連携と日中間の民間レベルの経済ネットワーク構築を様々な手

段により推進する必要があろう。

三つ目は である。両国との間でＥＰＡ締結に中国及び韓国とのＥＰＡ締結に向けた努力

向けて共同研究を行うなどにより、持続的で良好な関係を構築する努力を行うべきである。

四つ目は である。防衛協力等を通じた日米同盟の強化とそれを基礎にした共同体の構築

同盟関係の強化により日米間の信頼関係をさらに高め、その信頼関係を基礎に米国と緊密

な連携を図りつつ、中国などと協調しながら東アジア共同体の構築を進める必要がある。

７．むすび
近年、日本は東アジア諸国と相互依存関係を強め、また文化的にも東アジアに回帰し、

さらに地域の安定が日本の安全保障にとっても重要になってきている。また中国が経済・

軍事大国として急速に台頭し、日本との間で様々な利害の衝突や摩擦が避けられなくなっ

てきた今日、日本がこれまでのように体は東アジアにあって、頭は欧米を向いているまま

でいては、ようやく経済に明るさが戻ったとはいえ、少子高齢化、所得間格差の拡大など

様々な難題を抱える日本の将来は決して明るくなかろう。多様性に富む東アジアにおける

共同体の構築は、こうした日本が直面する様々な課題の解決を促進し、日本の平和と繁栄

に寄与する可能性を秘めている。これからは、米国と価値観と利益を共有する世界規模で

の同盟国であるだけでなく、東アジアの一員というアイデンティティをも明確にもち 「脱、

亜入欧」から「入欧入亜」へと転換を図り、積極的なアジア外交を進めることが重要であ

ろう。また、それは共同体の構築に向けた諸努力の積み重ねによってこそ可能となろう。
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